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Ⅵ．お わ り に

























as Jestaedt，オリヴァー・レプシウス Oliver Lepsius，クリスティアン・ヴァ














⚒） 三宅雄彦『保障国家論と憲法学』（尚学社，2013 年）46 頁以下，太田航平「憲法理論と憲法
教義学の関係」青森中央学院大学研究紀要 24 号（2014 年）15 頁以下，實原隆志「国法学と実
務の近さを批判する純粋法学的言説について」戸波江二先生古稀記念『憲法学の創造的展開・
上』（信山社，2017 年）151 頁以下，栗島智明「ドイツ憲法学の新潮流」法学政治学論究 117 号
（2018 年）33 頁以下。



























名城ロースクール・レビュー 37 号（2016 年）17～23 頁がある。
⚔） それぞれの原典は，Karl Larenz, Methodenlehre der Rechtswissenschaft, 6, Aufl., 1991, S.5;
Josef Esser, in: Festschrift für Ludwig Raiser, 1974, S.517; Friedrich Müller, Strukturierende
Rechtslehre, 2.Aufl., 1994, S.382; Thomas Gutmann, JZ2013, S.697.









schaft in Praxis であることが，法ドグマーティクの本質である一方，ドイツ





















⚕） Jestaedt, JZ（注⚓）, 2014, S.5.
⚖） Jestaedt（注⚓）, 2014, S.5-7.
⚗） Oliver Lepsius, Themen einer Rechtswissenschaftstheorie, in: M. Jestaedt, O. Lepsius, Ch.
Möllers, A,Voßkuhle（Hrsg.）, Recht －Wissenschaft － Theorie, 2008, S.17．引用した文中でレ
プシウスが引用しているラルフ・ドライヤーは，R.Dreier, Rechtstheorie und Rechtsgeschich-
te, in: ders., Recht － Staat － Vernunft, 1991, S.217．ブロームは，W.Brohm, Die Dogmatik des
Verwaltungsrechts vor den Gegenwartsaufgaben der Verwaltung, VVDStRL 30（1972）, S.246.






フランツ・ヴィーアッカー Franz Wieacker，ヨーゼフ・エッサー Josef
Esser，コンラート・ツヴァイゲルト Konrad Zweigert，ハンス・デレ Hans
Dölle，アーダルベルト・ポトレッヒ Adalbert Podlech，フリードリヒ・ミュ
ラーFriedrich Müller，ギュンター・ヤールGünther Jahr，クラウス・アドマ
イトKlaus Adomeit，ベルント・リュータース Bernd Rüthers，ヴィンフリー
ト・ブローム Winfried Brohm，エーベルハルト・シュミット -アスマン
































ティクをきわめて簡潔に「現行法に関する学説の総体 Inbegriffen der Lehren
















⚙） Christian Bumke, Rechtsdogmatik, 2017, S.1 und Anm.1.
10） Christian Bumke, Rechtsdogmatik, JZ2014, S.641.
11） Jörn Ipsen, Rechtsdogmatik und Rechtsmethodik, in: M. Borowski, S. L. Paulson, J-R.
Sieckmann（Hrsg.）, Rechtsphilosophie und Grundrechtstheorie, 2017, S.226.












































































































































釈に関する理論 interpretative Theorien」「規範定立的理論 normvors-




































































































であるMartin Morlok,Was heißt und zu welchen Ende studiert man Verfassungstheorie? 1988,

















スクール・レビュー 37 号（2016 年）⚒～17 頁がある。






















この文章に付した Anm.54 で，Andreas Voßkuhle, Neue Verwaltungsrechtswissenschaft, in:
Hoffmann-Riem/Schmidt-Aßmann/Voßkuhle（Hrsg.）, Grundlagen des Verwaltungsrechts, Bd.






するRobert Alexy, Theorie der juristschen Argumentation, 3.Aufl., 1996 の本格的な吟味が必要
になるが，これは本稿の手に余る作業である。
Karl-E. Hain, Systematische Rekonstruktion des Verfassungsrechts als Aufgabe der
Verfassungsrechtsdogmatik, in: Christian Starck（Hrsg.）, Die Rolle der Verfassungsrechtswis-
senschaft im demokratischen Verfassungsstaat, 2004, S.47 は，Bernd Rüthers, Rechtstheorie, 1.





































33） Bumke（注 10）, S.647.

























































38） 法体系の問題を論じたドイツの研究としては，Claus-Wilhelm Canaris, Systemdenken und
Systembegriff in der Jurisprudenz, 1. Aufl., 1969; 2.Aufl., 1983 が，「基本的」（Jestaedt（注 13）,
S.176, Anm.16）であるとか，「ドイツではいまでも標準的」（Lepsius（注⚗）, S.37, Anm.110）
と評されている。
39） Hain（注 30）, S.45ff. イェシュテットらと同世代の公法学者ハインは，情報法の領域の研究
者として知られるが，この論文は，2002 年に開催されたドイツと台湾の公法学者によるシンポ
ジウムの報告である。
40） Hain（注 30）, S.47.
























































42） Hain（注 30）, S.48.
43） Hain（注 30）, S.51.
44） Ernst-Wolfgang Böckenförde, Grundrechtstheorie und Grundrechtsinterpretation, 1974, in:






45） Hain（注 30）, S.51f.
































いる。Gertrude Lübbe-Wolff, Die Grundrechte als Eingriffsabwehrrechte, 1988, S.14.




























48） Bernhard Schlink, Die Entthronung der Staatsrechtswissenschaft durch die Verfassung-
sgerichtsbarkeit, Der Staat 28（1989）, S. 161ff.（以下本文では 1989 年論文とよぶ）, ders.,
Abschied von Dogmatik. Verfassungsrechtsprechung und Verfassungsrechtswissenschaft im
Wandel, JZ2007, S.157ff.（以下本文では 2007 年論文とよぶ）.





























49） Schlink,Der Staat 28, S.161f.
50） 日本におけるアルプレヒトの研究では，今日なお柳瀬良幹「アルプレヒトの国家法人説」
（初出 1968 年，のちに同『元首と機関』有斐閣，1969 年 51 頁以下）が基本文献である。






























53） Schlink, Der Staat 28, S.167.
54） Schlink, Der Staat 28, S.162.
55） Schlink, Der Staat 28, S.163.






























































57） Schlink, Der Staat 28, S.165.





























58） Schlink, JZ2007, S.158.































60） Schlink, JZ2007, S.161.
61） Schlink, JZ2007, S.161f.
62） Schlink, JZ2007, S.162.






























64） Helmuth Schulze-Fielitz, Staatsrechtslehre und Bundesverfassungsgericht － prozedual































65） Schulze-Fielitz（注 64）, S.377.
66） Schulze-Fielitz（注 64）, ebenda.























67） Schulze-Fielitz（注 64）, S.384-387.
68） Schulze-Fielitz（注 64）, S.384-382.






































70） Schulze-Fielitz（注 64）, S.376.

















71） Schulze-Fielitz（注 64）, S.389．2001 年に公表された Thomas Oppermann, Das Bundesver-
fassungsgericht und die Staatsrechtslehre, in: Badura/H.Dreier（Hrsg.）, Festschrift 50 Jahre
Bundesverfassungsgericht, Bd.Ⅰ, 2001, S.421ff. も，シュルツェ-フィーリツと共通のスタンス
から，連邦憲法裁判所の判例と，憲法裁判官になった国法学者の在職中の活動や，裁判に意見
書等で参加した国法学者の言説との関係を，連邦憲法裁判所が活動を開始した 1951 年から 50
年間について分析した論文である。全訳としてトーマス・オッパーマン／赤坂正浩訳「連邦憲
法裁判所と国法学」立教法学 87 号（2013 年）121～170 頁参照。
シュリンクの 70 歳記念論集に寄稿された Stefan Korioth, Der Befund „eines die Staatsrech-
tswissenschaft bestimmenden Bundesverfassungsgerichtspositivismus“－ 1989 und 2014, in:
Nolte/Poscher/Wolter（Hrsg.）, Die Verfassung als Aufgabe von Wissenschaft, Praxis und





















































































































































され，第Ⅱ部は「⚑ 憲法科学の方法論⚑ マルクス主義の方法論 」「⚒ 憲法科学の方法論⚒
ハンス・ケルゼンのイデオロギー批判を中心として 」「⚓ 日本における憲法科学の方法論」
の⚓章立てとなっている。

































79） Christoph Möllers, Der vermisste Leviathan, 2008, S.64f.
立教法学 第 102 号（2020)
186
の過剰とも言うべき状況にある。ドイツの「憲法理論」論議から何を学ぶべき
かは慎重な吟味が必要であろう。
日本の憲法学が，最高裁のカズイスティクの単なる追随に終始することを潔
しとせず，他方で解釈学説とは峻別される科学学説の成立可能性にもさまざま
な疑問が提起されうるとすれば，ラルフ・ドライヤーのように，学問としての
法ドグマーティクも「導出可能性・首尾一貫性・検証可能性」を備えた「理
論」として，他の学問分野と基本的には同質なものとして成立可能だという前
提に立って，統一感のある体系的な憲法ドグマーティクの形成に努めるという
方向性は，目指すべき選択肢の⚑つかもしれない。
しかし，一方で西洋法の包括的継受による法形成，したがって外国憲法の研
究を重視する学問風土，その結果としての複数の外国憲法の充実した研究蓄
積，他方で最高裁判所の自覚的なカズイスティク，判例と学説の建設的なコミ
ュニケーションの困難さ，こうした日本の憲法学の所与条件を考慮すると，統
一的・体系的な憲法ドグマーティクの形成は， もし仮にそれを望むとしても
，将来世代の憲法学のなお見通しがたい課題であろう。
いずれにせよ，ドイツにおける法ドグマーティクの観念，ドイツの憲法ドグ
マーティクと日本の憲法解釈学との違い，そしてドイツと日本における憲法学
説と憲法判例との関係の違いを確かめることができたとすれば，本稿の目的の
最小限は達成されたことになる。
〔付記〕 渋谷秀樹先生から有斐閣アルマシリーズ憲法の共同執筆のお誘いを受け
たのは，たしか 1997 年の初夏だったと記憶している。苦しくも充実していたこの
仕事は，私の研究・教育の⚑つの転機となった。先生のご厚意には感謝の言葉も
ない。誠に拙いものながら，先生に本稿を献呈し，今後のご加ἢをお祈りする次
第である。
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